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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第４区分
【発行日】平成29年11月2日(2017.11.2)

【公表番号】特表2017-510704(P2017-510704A)
【公表日】平成29年4月13日(2017.4.13)
【年通号数】公開・登録公報2017-015
【出願番号】特願2016-551821(P2016-551821)
【国際特許分類】
   Ｃ２２Ｃ  30/02     (2006.01)
   Ｃ２２Ｆ   1/10     (2006.01)
   Ｃ２２Ｆ   1/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ２２Ｃ   30/02     　　　　
   Ｃ２２Ｆ    1/10     　　　Ｈ
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６２３　
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６２４　
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６２６　
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６３０Ａ
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６３０Ｍ
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６３１Ａ
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６４０Ａ
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６４１Ａ
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６４１Ｂ
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６８５Ａ
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６８５Ｚ
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６９１Ｂ
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６９１Ｃ
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６９４Ａ
   Ｃ２２Ｆ    1/00     ６３０Ｋ

【誤訳訂正書】
【提出日】平成29年9月19日(2017.9.19)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｃを最大０．０２％
　Ｓを最大０．０１％
　Ｎを最大０．０３％
　Ｃｒを２０．０％から２３．０％まで
　Ｎｉを３９．０％から４４．０％まで
　Ｍｎを０．４％から１．０％未満まで
　Ｓｉを０．１％から０．５％未満まで
　Ｍｏを４．０％超から７．０％未満まで
　Ｎｂを最大０．１５％
　Ｃｕを１．５％超から２．５％未満まで
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　Ａｌを０．０５％から０．３％未満まで
　Ｃｏを最大０．５％
　Ｂを０．００１％から０．００５％未満まで
　Ｍｇを０．００５％から０．０１５％未満まで
　鉄を残分として、ならびに溶融に伴う不純物
を含む（質量％）、高い耐孔食性および間隙腐食耐性、ならびに冷間硬化状態で高い弾性
限度を有する、チタンを含まない合金。
【請求項２】
　Ｃを最大０．０１５％
　Ｓを最大０．００５％
　Ｎを最大０．０２％
　Ｃｒを２１．０％から２３％未満まで
　Ｎｉを３９．０％超から４３．０％未満まで
　Ｍｎを０．５％から０．９％まで
　Ｓｉを０．２％から０．５％未満まで
　Ｍｏを４．５％超から６．５％まで
　Ｎｂを最大０．１５％
　Ｃｕを１．６％超から２．３％未満まで
　Ａｌを０．０６％から０．２５％未満まで
　Ｃｏを最大０．５％
　Ｂを０．００２％から０．００４％まで
　Ｍｇを０．００６％から０．０１５％まで
　Ｆｅを残分として、ならびに溶融に伴う不純物
を含む（質量％）、高い耐孔食性および間隙腐食耐性、ならびに冷間硬化状態で高い弾性
限度を有する、チタンを含まない合金。
【請求項３】
　Ｃｒを２１．５％超から２３％未満まで
　Ｎｉを３９．０％超から４２％未満まで
　Ｍｏを５％超から６．５％未満まで
　Ｃｕを１．６％超から２．０％未満まで
含む（質量％）、請求項１または２に記載の合金。
【請求項４】
　必要に応じてＶを０％超から１．０％まで含む（質量％）、請求項１から３までのいず
れか１項に記載の合金。
【請求項５】
　Ｖを０．２％から０．７％まで含む（質量％）、請求項４に記載の合金。
【請求項６】
　請求項１から５までのいずれか１項に記載の組成を有する合金を製造するための方法に
おいて、
　ａ）該合金を開放式に連続鋳造法または造塊法で溶融して、
　ｂ）モリブデン含有率の増加により引き起こされる偏折を阻止するために、作製したス
ラブ／鋼片の均質化焼きなましを１１５０℃から１２５０℃までで１５時間から２５時間
までにわたって実施し、ここで、
　ｃ）均質化焼きなましを最初の温間加工に続いて行う、前記方法。
【請求項７】
　石油産業およびガス産業の構成部材としての、請求項１から５までのいずれか１項に記
載の合金の使用。
【請求項８】
　構成部材が、薄板、テープ、管（長手方向溶接および継目なし）、ロッドの製品形態と
してまたは鍛造部材として存在している、請求項７に記載の使用。
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【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００４０
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００４０】
　ここで、製品形態として、薄板、テープ、管（長手方向溶接および継目なし）、ロッド
または鍛造部材が考えられる。
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